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働く意欲のある人にいきいきと働ける場が確保され
ていると思う市民の割合　（％）

・市内企業の活性化、企業誘致、国や県の事業の活用など、さまざまな形で雇用の創出を図ります。
・関係機関と連携し、雇用に繋がる施策の実施や支援を行います。

進捗率

基本施策

・就労機会の確保や情報提供を進めるとともに、就業能力の取得支援など雇用の安定を図ります。
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○施策指標（目標）及び達成状況

施策指標（目標）の内容　（単位）

施策評価管理シート 　　

１．施策の基本方針

自立を支える社会福祉の充実

雇用

連絡先　（担当室名）

産業部

互いに認めあい支えあう、健康で安心できる暮らし

63-7824（商工経済室）

施
策
体
系 施　　策

5

5

担当部局名

橋本　裕徳

政　　策

部長名

・雇用創出に繋げるため、企業の新たな取組に対する支援策や新規の企業立地推進が必要です。
・雇用創出に対する国等の補助を活用するため、実施する事業について検討する必要があります。
・若者、高齢者、障害者等の就労に向けた取組への支援について、より充実させる必要があります。

＜行政評価委員会からの意見＞
　　意見なし
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能性がある
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勤労者福祉会館等耐震改修事業

商工経済室

5022

Ｂ
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障害者アグリ雇用推進事業 ＊1102

3055
シルバー人材センター運営
助成事業（補助金含む）

勤労者福祉対策事業

勤労者福祉会館費
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Ａ
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小計（うち、一般会計分）　　　　　　　　　　 43,859

42,527

施策
達成
への
貢献度

0

合計（単位：千円）　　　　　　　　　　　　　 43,859

0小計（うち、特別会計・企業会計・組合会計分）

産業政策室

担当室による評価

・国、県等の補助事業について、地域づくり組織への情報提供、説明会への参加案内を行い、コミュニティビジネ
スなどへの活用を促しました。
・若者の就労を支援するため、関係機関による個別の就労相談に協力しました。
・ハローワークプラザ名張・マザーズコーナーと連携し、子育て中の母親１０名の参加を得て再就職準備セミナー
を開催しました。
・高齢者の雇用創出について、シルバー人材センターなど関係機関へ業務委託を行うとともに運営費等について補
助を行いました。
・障害者の就労を推進するため、障害者アグリ雇用推進協議会など関係機関と連携し、障害者アグリ雇用推進事業
を実施しました。
・指定管理者制度により、勤労者福祉会館の管理運営を行いました。

３．取組内容

○課題解決への取組内容

施策
達成
への
重要度

継続（改
善）

・企業の活性化や企業ニーズの把握のため、市内企業約１００社を訪問し、情報収集を行いました。
・新たな企業誘致のため、用地等の情報収集を行いました。
・県の緊急雇用創出補助事業の活用について、商工会議所とともに説明会を開催し市内事業者に働きかけることに
より、８事業者が採択を受け、約２０名の雇用が図られました。また、市においても事業に取り組み、３６名の雇
用を行いました。
・市の厳しい雇用情勢を改善するため、名張市雇用創造協議会を設立し、雇用創出のための国の補助事業に事業構
想提案を行いました。
・若者の就労を支援するため、いが若者サポートステーション名張サテライトと連携し、個別の就労相談に取り組
み、１６名の就職が決定しました。
・高齢者の雇用創出のため、剪定枝葉等再活用事業や高齢者生活援助サービス事業といった企画提案型事業に対
  し、シルバー人材センターへの補助金を交付しました。

＜行政評価委員会からの意見＞
　　意見なし

○地域等との連携、協働に向けた取組

部局による評価

継続（拡
大）

事業費
(単位：千円)
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織等と
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働
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評価理由及びその他（意見）

７．総合評価

Ｂ　施策達成に向けた取組や今後の施策展開が適切に行われている

評価

６．今後の施策の方向性、改善方法

・国や県の補助事業等についての説明会を開催するほか、様々な手段、機会を活用して情報提供に取り組みます。
・引き続き企業を訪問し、国や県の事業の活用について直接働きかけるとともに、事業の活性化のための共同研究
や、企業と企業の連携促進に取り組みます。
・雇用の増加を図るため、雇用創造協議会を立ち上げるとともに、厚生労働省の実践型地域雇用創造事業の採択を
受け、事業主向けのセミナーや、求職者向けセミナー、新商品の開発、販路の拡大などに取り組み、３年間で１９
５人の就業を目指します。
・県の基金事業である「地域人づくり事業」について、市内事業者に委託することにより、約２０人の雇用を目指
します。
・閉校となった小学校跡地を活用し、企業誘致を行うことにより、新たな雇用を目指します。
・地域づくり組織等が取り組むコミュニティビジネスに対し支援を行い雇用につなげるとともに、小規模な事業者
への起業を支援し、働く場所の確保に取り組みます。

評価

成果・評価理由

・国や県の補助金等外部の財源を、意欲ある事業者が活用し、事業の拡大に取り組むことにより、雇用につなげる
ことが出来ました。
・市民アンケートにおける「働ける場が確保されていると感じる市民の割合」については、目標を達成することが
できました。これは、県の緊急雇用創出事業を活用した雇用の創出や、関係機関と連携した就労相談やセミナー開
催、運営補助等、雇用に繋がる活動への支援を行ってきた効果だと考えられます。
・若者の就業率はわずかに目標を達成することができませんでした。これは、景気回復の影響が地方経済にまで波
及するのに時間がかかっていることなども考えられますが、若者にとって魅力ある雇用の創出に対する更なる支援
が必要であると捉え、具体的な支援策について検討する必要があります。

事業推進の一部改善

５．部局による施策評価 Ｃｈｅｃｋ

Ａｃｔｉｏｎ


